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流　動　資　産 136,858,775 流　動　負　債　 398,184,197

78,037,580 24,135,607

17,616,313 300,000,000

1,221,126 34,941,964

836,632 12,345,353

12,098,815 695,000

3,280,115 2,269,607

18,671,864 5,361,319

1,443,801 18,296,400

3,652,529 138,947

0

固　定　資　産 860,321,081 固　定　負　債 126,620,952

有形固定資産 636,398,833 　　長　期　借　入　金 106,680,952

建 物 23,509,384 　　退職給付引当金 13,340,000

構 築 物 127,092 6,600,000

機 械 装 置 68,316,392

車 両 運 搬 具 9,322,332

工 具 器 具 備 品 4,983,881

土 地 519,420,752 524,805,149

建 設 仮 勘 定 10,719,000

無形固定資産 7,444,970 株　主　資　本 482,832,647

ソ フ ト ウ ェ ア 1,918,939 資　　本　　金 100,000,000

借 地 権 3,000,297

そ の 他 2,525,734 利　益　剰　余　金 382,832,647

25,000,000

投資その他の資産 216,477,278 357,832,647

投 資 有 価 証 券 130,250,700 別 途 積 立 金 1,110,000,000

出 資 金 565,000 繰 越 利益剰余金 ▲ 752,167,353

長 期 前 払 費 用 6,048

差 入 保 証 金 84,326,400 評価・換算差額等 ▲ 10,457,940

そ の 他 1,329,130 その他有価証券評価差額金 ▲ 10,457,940

472,374,707

997,179,856 997,179,856

未 収 運 賃

短 期 貸 付 金

未 払 金

そ の 他

前 払 費 用

商 品

原 材 料

貯 蔵 品 契 約 負 債

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

貸　借　対　照　表
（2022年3月31日現在）

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

短 期 借 入 金

買 掛 金
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資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

負 債 合 計

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

そ の 他

役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余金

未 払 費 用

そ の 他



1 重要な会計方針に係る事項

1. 棚卸資産の評価方法及び評価基準

商品･原材料･貯蔵品 ・・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ・・・・・・・・・

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・・・・・・・移動平均法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・・・・・・・定率法、但し1998年4月1日以降取得の建物及び、2016年4月1日

以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法。

なお、取得価額10万円以上20万円未満のものについては、3年

間均等償却しております。

無形固定資産 ・・・・・・・・・定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(5年)に基づく定額法

4. 引当金の計上基準

賞与引当金 ・・・・・・・・・従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当期

負担分を計上しております。

退職給付引当金 ・・・・・・・・・従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び中小企業退職金共済事業本部の見込額に基づ

き計上しております。

役員退職慰労引当金 ・・・・・・・・・役員の退職慰労金の支出に備えるために、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

5. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2 当期純損益金額

当期純損失 74,779,893 円

　個　別　注　記　表 

自　2021年 4月 1日

至　2022年 3月31日

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に


